
資料① 

令和３年度 

横浜市公共事業評価委員会 

【道路部会】 

 

 

 

 

 

 

【道路－１】再評価 

都市計画道路 桜木東戸塚線 

（平戸地区） 

（道路局） 



 (様式４) 

公共事業再評価調書(案) 

番  号 道路－１ 事業担当局課 道路局建設課 

事 業 名 都市計画道路 桜木東戸塚線（平戸地区） 採択年度 平成元年 

施工場所 戸塚区平戸五丁目～戸塚区平戸町 経過年数 33 年 

目的及び 

事業概要 

目的 

都市計画道路桜木東戸塚線は中区桜木町を起点とし、戸塚区名瀬町に至る横浜市中

心部から東戸塚駅を中心とする新市街地を経て横浜市の西部地域に至る道路です。 

現在、横浜市中心部と西部地域の間の交通は国道１号に集中していることから渋滞して

おり、これら地域の連絡強化と交通の円滑化のための放射道路として位置付けられており

ます。 

本区間は国道１号と環状２号線を結ぶ、地域の重要な幹線路線となります。 

なお、本事業は平成 17 年度、22 年度に再評価を実施しています。 

概要 

計画延長 670ｍ（うち第１トンネル［環状 2 号側］250ｍ、第２トンネル［国道 1 号側］160ｍ） 

幅員 24～28ｍ（往復４車線）、用地面積 23,342 ㎡ 

当初(事業採択時) 変 更(平成 22 年度) 変 更(令和３年度) 

事業期間 平成元年度～平成 25 年度  平成元年度～平成 29 年度  

平成元年度～令和９年度 

（延伸予定） 

令和 14 年度完了見込み 

事
業
費

合 計 12,718 百万円 
12,718 百万円 16,886 百万円 

（認可変更予定）

国 費 
6,359 百万円 6,359 百万円 8,443 百万円 

（認可変更予定）

市 費 
6,359 百万円 6,359 百万円 8,443 百万円 

（認可変更予定）

変更内容 
事業費の確保ができなかったため、事業が予定通り進捗せず、事業期

間を延伸しています。 

上位計画等 

本市の「中期４か年計画」において、「交通ネットワークの充実による都市

基盤の強化」として、都市計画道路の整備が位置付けられています。 

また、「横浜市地震防災戦略」においても、「緊急輸送路等の整備」とし

て、幹線道路の整備が位置付けられています。 

関連事業 特になし 

事 業 の 

必 要 性 

事業を巡る 

社会経済情

勢等の変化 

本区間の接続する環状２号線は、平成９年度に開通したことから、環状２

号線に国道１号が接続する平戸立体交差点を先頭に国道１号が渋滞して

います。このため、国道１号からの通過車両が住宅地の生活道路に迂回し

ているため早期完成を目指しております。 

事業費を確保できなかった期間に、トンネル上部に宅地開発が実施さ

れ、新築戸建て住宅直下でのトンネル工事となることから、工法等を再検討

しています。 

1



事業の 

投資効果 

・ 

事業効果等 

(費用便益分析等)  

 事業全体  

割引率 ４％ 

総便益(B) 210 億円  

総費用(C) 210 億円  

費用便益比
(B/C) 1.0  

 
感度分析 

[交通量-10%] 
0.8  

〔定性的効果〕 

・住宅地の生活道路を抜け道として通行している、国道 1 号の渋滞を回避し

た車両が減少し、周辺の生活環境が向上します。 

〔その他特記事項〕 

 

 

 

事業の  

進捗状況 

事業進ちょく率％  

令和２度末までの用地取得進捗率は 77％、事業進捗率は 33％

となっており、第２トンネルについては、区分地上権の設定が

完了しております。 

令和３年度は、明かり部および第１トンネル区間の用地交

渉、用地測量を進めています。また、第２トンネルの区分地上

権設定箇所に新規宅地開発が行われ施工条件が変更となった

ため、トンネルの施工方法を見直しています。 

 

33％ 

用地取得率％ 

77％ 

供用等の状況 

－ 

事業の課題  

及び 

進捗見込み 

令和２年度より、交通安全対策事業（未就学児が日常的に集団で移動する経路等

の交通安全対策）として国の重点施策に合致する路線に位置付けられたことから、

今後は事業進捗を見込んでいます。 

引続き第 1 トンネルの区分地上権の取得を進めるとともに、第１及び第２トン

ネルの工事発注に向けて、設計方法や発注方法について検討を進めていく予定で

す。 

そ の 他    

（コスト縮減項目等） 

 

トンネル等の構造物を設計する際に、コストを意識した構造及び施工方法の検

討を行います。また、工事施工においては、建設発生土の工事間流用を行い、運搬

費及び残土処分費のコスト削減を図ります。 

 

その他 
― 

 

添付資料 有 ・ 無 
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対応方針 

(案) 

 継 続  

 計画通り(上記計画を実施) ※１ 

一部見直し(上記計画を変更)※２ 

【見直し内容】 

中  止 

 

対応方針

（案）とし

た理由 

本市中心部と西部地域を連絡する幹線道路として重要な道路であり、当地区以

外は既に供用しており、事業目的を達成させるため、早期の事業完了を図る必要が

あります。 

また、環状２号線と国道１号を接続する重要な区間であり、用地取得率が 77％

に達しており、用地取得は残りわずかとなっていることや、地元からの整備要望が

高く、交通安全対策事業として国の重点施策に合致する路線に位置付けられたこ

とから、事業を継続実施する必要があると判断します。 
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